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　1．はじめに

　我が国の高等教育機関（大学，短大，高専）における情報処理教育は，1970年から始まった

といえる’）。この年には，7つの理工系情報学科（国立大学5学科と私立大学2学科）が全国各

地に設立され，総定員数は350名程度であった。その後，情報系学科の設立ブームも影響して

飛躍的な増加となった。それだけでなく，非情報系学科においても一般教育課程などで情報処

理教育が実施されるようになり，今日に至っている。

　一方，初等中等教育機関（小学校，中学校，高等学校）における情報教育は，欧米に遅れを

とりながらも，ようやく本格的な実施が始まろうとしている。具体的には，各学校における情

報教育の推進のために，そのインフラストラクチャの整備として，コンピュータの導入とイン

ターネットの接続を実施している。コンピュータの導入に関しては，各学校に対して当初設定

した設置台数の目標値にほぼ到達している状況（小学校：97．7％，中学校：99．9％，高等学校：

100％）にある2）。インターネットの接続に関しては，全国のすべての公立学校に接続するとい

う期限を，当初は2003年までとしたがその時期を早め2001年までに変更している3）。

　このように情報教育環境のインフラストラクチャが整備される中で，2002年から小学校と中

学校において，2003年からは高等学校（ただし，学年進行に従って）において，情報教育を取

り入れることができたり，あるいは，いくつかの教科目において必修扱いになる。これらは，1998

年11月（小中学校用）と1999年3月（高等学校用）に，それぞれ文部省から告示された学習

指導要領の改訂にもとついている4）。ただし，学習指導要領は，各教科目における内容と指導の

大まかな枠組みだけしか提示していないことから，実際にどのような形で情報教育を実施すべ

きかについての検討が別途必要になる。

　以上のような状況にあって，宮城県は1998年度に「高度情報通信県みやぎ推進計画」を発表

した‘）。これには，「情報ネットワークの整備」「情報化拠点の整備」「情報システムの整備」「情

報教育の充実と人材の育成」という4つの計画が提案されている。その中の「情報教育の充実

と人材の育成」計画において，将来の情報分野を担う人材育成の一環として，「みやぎ情報天才

異才構想」を掲げている。

　その「みやぎ情報天才異才構想」の一つとして，小中学校の先生と児童・生徒を対象にした

情報塾を，1998年から宮城大学（以降，本学と略す）で開設するこになった。先生に対しては

「みやぎ情報スーパー先生塾」，児童・生徒に対しては「みやぎ情報天才異才塾」という塾名を

つけたことによって，より高度な情報教育をそれぞれ実施することが目標とされた。

　本稿では，初等中等教育機関における情報教育がどのような変遷をたどり実施されるように

なったのか，その経緯について，おもに学習指導要領の改訂に焦点を当てて論じる。その中で

は，筆者達が所属する情報処理学会での研究活動についても言及する。その上で，本学で2年

間実施してきた「みやぎ情報スーパー先生塾」と「みやぎ情報天才異才塾」の内容について取
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り上げる。これによって，初等中等教育機関における情報教育の取組み方についての一つの提

言を行うことを目指す。

　2．初等中等教育機関における情報教育

　初等中等教育機関の教育は，文部省が策定する学習指導要領と指導書あるいは手引き書にも

とついてその枠組みが規定されている。つまり，教育指導に対して文部省の管轄下にあること

になる。その学習指導要領は，ほぼ10年毎に改訂が進められている。そこで，ここ数回の学習

指導要領改訂の推移を見ながら6），情報教育がどのように組み込まれてきたかについて明らか

にする。次に，それらに関連する動向として，筆者達が所属している情報処理学会（コンピュー

タと教育研究会，初等中等情報教育委員会）での研究活動について述べる。

　2．1学習指導要領改訂の変遷

　1947年の教育基本法と学校教育法が公布された3月に，文部省は「学習指導要領一般編」と

いう試案を発表した。その後，1958年には「小学校学習指導要領」「中学校学習指導要領」をそ

れぞれ全面改訂し，始めて「告示」するに至った。「告示」という施行によって，以降の学習指

導要領は法的な拘束力を持つことになった。続いて，1960年には「高等学校学習指導要領」を

全面改訂し告示した。これから，ほぼ10年毎に，文部省は学習指導要領の改訂を行ってきた。

　1977年の改訂告示では，「ゆとりある，しかも充実した学校生活」を前提にした教育課程に関

する指針が提示されたことにより，「ゆとり」という言葉が使われるようになった。「ゆとり」の

言葉の背景には，「詰め込み」教育に対する批判があった。しかし，このような「ゆとり」路線

の教育課程改革は，高学歴かつ有名大学志向や1979年に実施された国公立大学の共通一次試験

などにより，実際的には成果を上げることができなかったといえる。また，この時期のコン

ピュータシステムの利用はメインフレームが中心であり，パーソナルコンピュータの普及がま

だ進んでいなかったことより，小中高等学校における情報教育の必要性はほとんど考慮されて

いなかった。

　1989年の改訂告示では，それまでの教育のあり方を大きく変えるような提言がなされた。こ

こでは，「子供たちが自ら学ぶ意欲と社会の変化に主体的に対応できる能力の育成」が示されて

おり，これを受けて，「新学力観」という言葉が使われるようになった。それとともに，自ら学

び自ら考えて問題を解決する力として「生きる力」が標榜された。この「生きる力」を育む上

で不可欠な存在として，「ゆとり」という言葉が再び標榜されるようになった。77年に告示され

た「ゆとり」は学校の教育課程に限定して扱われたが，こちらでは人（子供，親，教師）と学

校と社会の「ゆとり」を総括的に指し示す言葉として使われた。それとともに，子供たちに「ゆ

とり」を与えるための枠組みとして，完全学校週5日制の実施が検討されるようになり，次回
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の改訂の大きな柱になっていく。

　1998／99年の改訂告示では，この学校週5日制の完全な実施にともない，標準となる授業時間

数の削減とそれに伴う教育内容の厳選を実施した。その結果，各教科目の学習内容は3割程度

減らされる一方で，「自ら学び，自ら考えて問題を解決する」能力を育成するために，「総合的

な学習の時間」という枠組みが新設された。これは，小学校から高等学校まで，それぞれ毎週

数時間の履修が割り当てられるもので，今回の告示の目玉ともいえる。これによって，大学で

行われているゼミナールのような学習活動が，初等中等教育でも実施されることになる。

　次に，以上のような学習指導要領の改訂において，情報教育の取組みに関する変遷について

明らかにする7）8）。初等中等教育機関における情報化への対応は，1960年代後半頃から高等学校

の専門職業教育において実施されたときに端を発しているといえる。しかし，その後はそれほ

ど著しい進展は見られなかった。

　しかし，情報化の波が押し寄せ，高度情報化社会という言葉が定着する中で，1985年頃から

いくつかの審議会の活動が活発化したことで，初等中等教育機関における情報教育の流れが大

きく変わることになった。その一つに，臨時教育審議会から提言された教育改革のための答申

（第1次～第4次）があげられる。その中の第2次答申において，「初等中等教育などへの情報

手段の活用を進め，それを通じて情報活用能力（情報リテラシー）の育成を図る」ことが示さ

れている。もう一つとしては，教育課程審議会からの答申があげられる。ここでは，「社会の情

報化に主体的に対応できるよう基礎的な資質の育成から，情報の理解，選択，整理，処理，創

造などに必要な能力及びコンピュータ等の情報手段を活用する能力と態度育成をはかること」

が提言されている。これらの提言がなされたことによって，1989年以降の学習指導要領の改訂

から，情報教育に関する内容が徐々に組み込まれることになった。

　1989年における改訂では，それぞれの学校に対して情報教育の取組みが明示された。小学校

（1992年度から実施）については，子供たちの心身の発達段階を考慮して「コンピュータに触れ，

慣れ，親しむ」ことを第1の目標にした。このため，独立した教科目として情報を設定するの

ではなく，各教科目の中にコンピュータを利用した学習指導を積極的に推進するという方策（ク

ロスカリキュラム制）がとられた。

　中学校（1993年度から実施）については，小学校と同様に，クロスカリキュラム制を踏襲し

ているが，一っだけ新しい試みが取り入れられた。それは，教科「技術・家庭科」で扱ってい

た10領域の分野に，新しく「情報基礎」という領域を追加したことである。「情報基礎」は，「コ

ンピュータの操作等を通して，その役割と機能について理解させ，情報を適切に活用する基礎

的な能力を養う」ことを目標とし，コンピュータの仕組みから，コンピュータの操作方法やプ

ログラムの作成，コンピュータの利用形態について取り上げる内容になっている。ただし，「情
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報基礎」は，必修ではなく選択の単元として設定された。

　高等学校（1994年度から学年進行に合わせて実施）についても，クロスカリキュラム制を採

用した。その結果，情報に関する内容が，各教科に部分的に組み込まれることになった。その

内容を抜粋すると，次のようになる。

　　【地理歴史】世界史A　（4）現代世界と日本　オ）科学技術と現代文明　【公民】倫理

　　（2）現代と倫理　イ）現代社会を生きる倫理　【数学】数学A　（4）計算とコンピュータ

　　ア）コンピュータの操作　イ）流れ図とプログラム　ウ）コンピュータによる計算，数学

　　B　（4）算法とコンピュータ　ア）コンピュータの機能　イ）いろいろな算法のプログラ

　　ム　【理科】物理IA　（4）情報とその処理　ア）情報の伝達　イ）情報の処理　ウ）情報

　　の記憶　【家庭】生活技術／生活一般　（5）／（9）家庭生活と情報　ア）情報の収集と選択

　　イ）コンピュータの活用　ウ）家庭生活とコンピュータ

この中では，数学に最も多くの情報教育の内容（数理的なプログラミング教育）が取り込まれた

といえる。ただし，数学A・B・Cはいずれも選択科目であった。

　今回（1998／99年）の改訂では，前回の改訂よりもより一層情報教育の内容が拡充されたとい

える4）。小学校（2000年度からの移行措置をへて2002年度から実施予定）については，前回と

同様にクロスカリキュラム制になっているが，「指導計画の作成等にあたって配慮すべき事項」

において，次のような指針が提示されている。「各教科等の指導にあたっては，児童がコンピュー

タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親しみ，適切に活用することで学習活動を充

実するとともに，視聴覚教材や教育機器などの教材の適切な活用を図ること」より，各教科目

において積極的に情報教育を導入することが求められているといえる。また，「総合的な学習の

時間」において，コンピュータを有効に活用して，情報教育を実施することも考えられる。

　中学校（小学校と同様の実施予定）については，教科「技術・家庭科」において大きな変更

がみられる。それは，それまでの11領域を2つの分野「技術分野」と「家庭分野」に統廃合す

るとともに，その「技術分野」の「情報とコンピュータ」という単元を必修扱いにしたことで

ある。「情報とコンピュータ」では，全生徒にインターネットの電子メール送受信とWebペー

ジの閲覧を体験させるとともに，希望者にはホームページ制作を行わせることを提示している。

これによって，生徒全員が情報教育を受ける機会が与えられることになる。

　高等学校（2003年から学年進行に合わせて実施予定）については，クロスカリキュラム制で

はなく，情報教育のための新しい教科「情報」が設置されることになっている。教科「情報」は，

3つの科目「情報A」「情報B」「情報C」（それぞれ2単位）から構成され，生徒は1科目（2単

位）を必修として取らなければならない。それぞれの科目の目標は，次のように設定されてい

る。

　　【情報A】コンピュータや情報通信ネットワーク等の活用を通して，情報を適切に収集・処
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　　理・発信するための基礎的な知識と技能を修得させるとともに，情報を主体的に活用しよ

　　うとする態度を育てる。【情報B】コンピュータにおける情報の表し方や処理の仕組み，情

　　報社会を支える情報技術の役割や影響を理解させ，問題解決においてコンピュータを効果

　　的に活用するための科学的な考え方や方法を習得させる。【情報C】情報のディジタル化

　　や情報通信ネットワークの特性を理解させ，表現やコミュニケーションにおいてコン

　　ピュータなどを効果的に活用する能力を養うとともに，情報化の進展が社会に及ぼす影響

　　を理解させ，情報社会に参加する上での望ましい態度を育てる。

これより，教科「情報」では，情報化社会に生きる個人として，情報活用の実践力（情報A）と

情報の科学的な理解（情報B）と情報社会に参画する態度（情報C）を習得することを目指して

いるといえる9）。

　2．2　情報処理学会による研究活動

　以上のような学習指導要領の変遷の中で，情報処理学会では，初等中等教育機関における情

報教育のあり方について独自の活動を行ってきた。それは，情報処理学会こそが，情報教育に

対して専門の立場からの意見や新しい提案を行える機関であることを認識していることにもよ

る。それだけでなく，初等中等教育における情報教育が完全に実施されることによって，はじ

めて高等教育機関まで含めた一貫した情報（処理）教育を実現することが可能になる。そのた

めにも，一貫した視点から，情報（処理）教育をとらえ提言していく必要があるからである。

　1996年には，数年後に予定されている学習指導要領の改訂に向けて，コンピュータと教育研

究会において，いくつかの発表を行った1°）～12）。それらの中での議論を踏まえた上で，情報処理

学会情報処理教育カリキュラム調査委員会初等・中等教育分科会（現在は，初等中等情報教育

委員会）では，文部省初等中等教育局長に対して，野口正一会長名による提案書「初等・中等

教育における情報教育の提案」を提示した。その中では，小学校についてはクロスカリキュラ

ム制を，中学校については特定の教科を設定せずに各種ソフトウェアの利用による情報教育を，

高等学校については教科「情報」（科目「情報1」「情報II」）の新設を，それぞれ提案した。あ

るいは，日本教育工学関連学協会連合（情報処理学会コンピュータと教育研究会が加盟）から

は，文部省の中央教育審議会に対して，「情報教育小中高一貫教科目の設置要望書」を提示した。

それらの調査研究活動を見定めながら，筆者の1人である河村もいくつかの学会において講演

発表を行った13）～15）。

　このような我々の学会活動や他の学会からの提案などが考慮された結果，高等学校について

は情報関連の教科目が新設することがほほ確実になった。それに合わせて，我々は次の活動と

して，次回の学習指導要領を先取りする形で，独自の学習指導要領（情報A・B・C）を策定す

るとともに，それに準拠した試作教科書の作成を進めた。その中で，筆者の1人である河村は
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情報Bの「コンピュータの構成」という単元を担当し，それに関する講演発表もいくつか行っ

た16）～17）。最終的には，それらをHTML形式に変換し，コンピュータと教育研究会のWeb

（URLは，　http：／／www．ics．teikyo－u．acjp／InformationStudy／）に公開した18）。これは，大きな

反響を呼び起こし，全国の大学教員，高等学校の教員，教育関係者から，メールによる意見が

活発に交換された。

　こうして，1998／99年の学習指導要領の改訂が公開された。その結果，我々の試作した学習指

導要領とは，それほどかわらない内容になっていることが明らかになった。しかし，一方では，

学習指導要領が公開されたことによって，実際の教育現場において情報教育をどのように実施

するかが，現実的な問題となった。それを受けて，1999年夏期に，情報処理学会コンピュータ

と教育研究会が主催する形で，情報教育シンポジウムー教育の新時代：高等学校の新教科「情

報」が開く世界一を開催するに至った。

　ここでは，教科目の内容分析と指導方法，先進的な情報教育を実践している私立高等学校の

事例，大学教育との連携，大学での情報教育事例などについて活発な議論が展開された。

　これからの課題としては，教員養成の問題があげられる。高等学校においては，必修の教科

が新設されることにより，専任教員で3，000人程度，非常勤講師で5，000人程度の増員が見込ま

れている。これだけの定員をどのように充当するのか，さらには，教員養成課程のカリキュラ

ムをどうするのか，といった問題が生じる。これらの問題に対して，情報処理学会としても何

らかの対応策を検討する必要がある。

　3．宮城大学における初等中等教育の教員・児童・生徒を対象にした情報教育の試み

　2で述べたように，小中学校では2002年度から情報教育が実施されることになっている。そ

れに先駆ける形で，「みやぎ情報天才異才構想」を位置づけ，より高度な情報教育の実践を本学

で試みることにした。このような視点から，教員養成の試みとして「みやぎ情報スーパー先生

塾」を，小中学校のより高度な情報教育の試みとして「みやぎ情報天才異才塾」を，それぞれ

表1宮城県の小・中学校における情報教育の現状（文部省，1999年〉

小学校（345校，5，277教員） 中学校（179校，3，748教員）

コンピュータを設置する学校 319校 178校

コンピュータの設置台数の平均 10，1台 25．1台

インターネットの接続校数 91校 56校

コンピュータを操作できる教員 2，412人 1，906人

コンピュータで指導できる教員 1，120人 923人
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位置づけるとともに，以下にその概要を述べる。

　3．1　宮城県の情報教育の実態

　文部省による学校における情報教育の実態等に関する調査結果（1999年3月31日現在）19）

によると，宮城県の小・中学校における情報教育環境の現状は表1のようになっている。

　ここで，コンピュータの質と量に注目する。宮城県でも小学校で92．5％，中学校で99．4％の

学校がコンピュータを設置してあり，ようやく100％を達成しようとしている。しかし，コン

ピュータを設置している学校の中でインターネットに接続している割合は小学校で28．5％（全

国28．1％），中学校で31．5％（全国42．8％）に留まっている。閉じた学習になりがちなコンピュー

タ学習において，開いた学習の可能性を広げるインターネットへの接続がいち早く望まれる。文

部省では，1994年度から6年間で，公立学校における教育用コンピュータの整備目標を，小学

校で22台（児童2人に1台で指導），中学校で42台（生徒1人に1台で指導）としてその整備

を図っている2°）。宮城県では設置台数の平均が小学校で10．1台，中学校で25．1台となっており，

達成率も高いとは言えないのが現状である。

　また，コンピュータを操作できる教員の割合は小学校で45．7％（全国52．7％），中学校で50．9％

（全国59．3％），コンピュータで指導できる教員の割合は小学校で21．2％（全国28．7％），中学校

で24．6％（全国26．1％）であり，宮城県ではいずれも全国平均を下回っている。

　子供たちがコンピュータに興味を持っても，コンピュータの質と量が整った情報教育環境を

利用できないというのが問題点としてあげられ，コンピュータ操作やコンピュータ指導を実践

できる教員の人材育成が早急に必要であるといえる。

　このような現状を踏まえて，「みやぎ情報天才異才構想」計画に基づき，「みやぎ情報スーパー

先生塾」と「みやぎ情報天才異才塾」の2つの企画が1998年夏から実施されることになった。

「みやぎ情報スーパー先生塾」とは，宮城県内の主に小中学校の先生を対象に，学校等における

情報化の指導者，中心となる人材を育成することを目指した企画である。「みやぎ情報天才異才

塾」とは，コンピュータやマルチメディア，インターネットなどに興味・関心を持つ県内の小

中学生を対象に，最先端の情報教育環境を利用してより高度な学習ができる企画である。

　これらの教育実践は，単発的で短期間であること，大学の情報教育環境を活用すること，プ

ロユースのソフトウェアを活用すること，基礎的な技術を学ぶことを通じてコンピュータの科

学的な理解を目指していることなど，ユニークな側面をもつ。

　次節からは，1998年夏から実施している上記2つの企画を，1999年夏に実践した内容を中心

にして詳しく述べるとともに，先駆的な教育実践モデルとなることを目指す。
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　3．2　「みやぎ情報スーパー先生塾」

　1998年8月と1999年8月に，県立宮城大学のコンピュータ演習室を会場にして，2日間の日

程で，宮城県内の小中学校などの教員（25人）を対象に情報教育を実施した。講師は筆者らを

含む大学教員が担当し，複数の大学生TA（Teaching　Assistant）がっいた。

　以下，1999年に実施した「みやぎスーパー先生塾」2’）を中心にして1998年と比較しながら述

べていく。

　（1）概要

　1998年の試みは，レクチャーとして初等中等教育機関における情報教育のあり方，演習とし

てマルチメディアコンテンツをべ一スにしたホームページ作成であった。その結果，受講生全

員がそれぞれのホームページ（所属先の学校紹介）を作成しWeb上に公開するに至った。また，

その制作過程の中で，情報処理に関するさまざまな技術や知識について習得できたといえる。

　この試みのように2日間という短期間の日程で行われる一種の研修は，期間が限定されるの

で，通り一遍のホームページ作成だけで終わることが多いようである22）。最近では，各学校でも

ホームページ作成・公開が行われており，これらの技術の習得だけでは「スーパー先生塾」の

「スーパー」としての特徴が出せなくなってきていた。

　そこで，1999年の試みでは，同じく限られた日程の中でも，より高度な情報教育を実践でき

る人材育成を目指して，カリキュラムの大幅な改訂を行った。具体的には，「マルチメディア教

材開発の体験」と「情報教育に関する情報交換」を目指すことにした。

　「マルチメディア教材開発」については，受講生が所属する各学校にて，授業を担当している

科目を1つ取り上げて，その科目のマルチメディア教材をコンピュータを用いて作成するとい

う演習を行った。演習にあたってはオーサリングソフトであるMacromedia社のDirectorを

用いてマルチメディア教材を作成した。これはプロ用仕様でもあり，より高度なマルチメディ

ア技術の習得になると考えた。スーパー先生塾の「スーパー」としての特徴が十分発揮できる

と期待した。

　「情報教育に関する情報交換」については，参加者が所属している各学校における情報教育の

現状（問題点や工夫点，成功例や失敗例）にっいて，発表し合うとともに意見交換をする機会

を設けた。

（2）教育目標

・ 児童，生徒の興味・関心を引きつけ，様々な学習を促進するマルチメディア教材の作成。

・マルチメディアの特性を知ることを通して，コンピュータを理解する。

・ 各学校における情報教育の現状と課題を把握して，ノウハウなどの情報・意見を交換する。
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（3）授業内容

授業の具体的な内容については，以下の通りである。

①1日目・午前（9：15～12：00）

テーマ1：「マルチメディア教材の特徴」

　　マルチメディアを利用した学習教材の特徴についての解説。

テーマ2：「オーサリングソフトの使用方法」

　　Directorの基本操作をサンプルを用いて解説と演習。

②1日目・午後（13：00～17：00）

テーマ31「マルチメディア教材構成案の作成」

　　マルチメディアの特性を活かした教材の構成方法を解説後，各自作成する教材の構成を

　　立案。

テーマ4：「教材用素材のデジタル化」

　　写真，イラストなどの画像データ，音楽・ナレーションなどのデジタル化方法などの解

　　説と演習。

③2日目・午前（9：00～12：00）

テーマ5：「パッケージ化」

　　編集が終わったデータから実行ファイルの作成，動作確認。CD－ROMなどのメディアへ

　　の書き込み方法の解説。

④2日目・午後（13：00～14：00）

テーマ6：「制作作品のプレゼンテーション」

　　制作したマルチメディア教材を説明する。

⑤2日目・午後（14：00～16：45）

テーマ7：「情報教育の現状と課題」

　　各学校における情報教育の現状と課題について話し合う。

　（4）　実施した結果

　通常このような講座では，最終的な作品を見ると技術的なものに走りがちであるが，全体的

に素材やコンテンツに凝った良いものを作成していた。日頃から，様々なものを教材などに活

かす経験が上手く作用していたと考える。

　また，作品の種類は，黒板の代わりにプレゼンテーションするためのものや，ページめくり

型のCAIが多かった。その内容は，担当する科目を教えるためのものや，所属の学校を紹介す

るための教材が多かった。表2に受講生の作品の内容を示す。
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表2　受講生の作品の内容

作品のテーマ 状態 特徴 使用メディア

A 私たちの増田川 完成 地図をクリックすると写真を ペイント画像，写真画像，音楽
表示する。

B わがまち荒浜の漁業 完成 漁港の写真が見られる。 音楽，写真画像，ペイント画像

C 連立方程式の応用，時間・距離・は 完成 考え方の説明 ペイント画像，アニメ
やさの問題

D 登米中学校の紹介 完成 中学校からの風景，生徒会の 写真画像，音
テーマ，生徒による川の調査模
様などを写真で表示する。

E 登米中学校の紹介 完成 中学校からの風景，生徒会の 写真画像，音
テーマ，生徒による川の調査模
様などを写真で表示する。

F 大地のつくり，大地を創ったものは 完成 大地を創ったものについての ペイント画像，写真画像，音楽，音
何かな 3択問題。選択後，解説を表

示。

G さんすうのおべんきょう1ねんせい 完成 足し算の簡題を出題。2択。 ペイント画像

H 郷土の戦国時代（築館町） 完成 地域の戦国時代の大名と城跡 写真画像
を紹介。

1 旧日本軍の行動 完成 歴史の写真と解説を表示。 写真画像

J 喜多方探検マップ 完成 地図をクリックすると写真と 音楽，写真画像
解説を表示す

K 回路計の目盛りを読んでみよう 完成 回路計の目盛り問題。3択。 ペイント画像，アニメ

L The　Giving　Tree 完成 絵本のように，英文と絵と音声 音声，ペイント画像
が流れる。

M Asking　The　Way道をたずねる 完成 2人の英会話を聞いて，目的地 音声，ペイント画像
の問題。3択。

N 1次方程式 完成 問題を表示して，クリックする ペイント画像，写真画像
と答えを表示する。

O （不明） 完成 地図をクリックすると解説文 ペイント画像
を表示。

P つるがやたんけん 未完成 地図をクリックすると写真を アニメ，ペイント画像，写真画像
表示する。

Q 対象なかたち 未完成 対称となる形を選ばせるも ペイント画像，写真画像，アニメ
の。選択後に解答表示。

R 実験の基本操作を身にっけよう，1 未完成 ろ過のやり方など，見たい基本 ペイント画像，ムービー
年生オリエンテーション用 操作のムービーを選択でき

る。

S ごきげんいかが？ 未完成 4択で，機嫌を入力，機嫌に応 ペイント画像，音声
じた顔が表示される。

T きぽこくん 未完成 地元の名産についてのクイ 音声，ペイント画像，写真画像
ズ。3択。

u 5年i組ギャラリー 未完成 思い出の写真のスライド。 写真画像，音楽

V （不明） 未完成 メモリ？ jp9画像

W （不明） 未完成 （不明） ペイント画像

X （不明） 未完成 （不明） （不明）

Y （不明） 未完成 （不明） （不明）
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表31998年と1999年に実施した内容の比較

98年度 99年度

対象 小学5年生，中学2年生 （昨年度と同じ）

人数 それぞれ40名 （昨年度と同じ）

日程 2泊3日 （昨年度と同じ）

情報教育環境 コンピュータ演習室 コンピュータ演習室と小
規模演習室

主に用意したハード LANにっながったパソ （昨年度と同じ）

コン（1人に1台），カラー
プリンタ（2人に1台），

MOドライブとスキャナ

コンピュータ
（各5台）

演習室
主に使用したソフト MS－O伍ce97， （昨年度と同じ）

InternetExplorer，
InternetMail，　Photo一

ShoP，　Illustrator，

メモ帳，ペイント

ハード 一 LANにつながったノー
トパソコン（塾生4人に1
台），デジタルカメラ（塾

小規模演習室
生8人に1台）

（5部屋）
ソフト

一 MS－O缶ce97，
InternetExplorer，
InternetMail，メモ帳，

ペイント

講師 4人 2人

TA 10人（塾生4人をサポー 10人と5人（サポートと
ト） テクニカル）

目標 塾生個人がホームページ 塾生4人でひとつのホー
を作成 ムページを作成

実施方法 一斉授業（40人）と個別指 最低限必要なリテラシー
導（TA　1人が4人を指 を一斉授業（40人），各グ
導）をメリハリをつけなが ループに分かれてその中
ら進行 で協同学習（塾生8人に

TA　2人）
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　演習にあたって用いたDirectorについては，いくつかの問題点があった。2日間という短い

日程であり，少々詰め込んだ内容であったためか，作品を完成させることが出来なかった受講

生もいた。使いこなすまで時間がかかることがあげられる。また，このソフトウェアは高価で

あり，購入実績がほとんどない。そのため，せっかく技術をマスターしても現場では使えない

という意見もあった。今後は，フリーソフトなどの利用が考えられる。

　3．3　「みやぎ情報天才異才塾」

　1998年8月と1999年8月に実施した「みやぎ情報天才異才塾」　は，宮城県内の小学5年生

（40名），中学2年生（40名）を対象に，それぞれ2泊3日の日程で行った。情報教育環境とし

ては，県立宮城大学のコンピュータ演習室が選ばれ，塾生たちの宿泊には，近隣の保養施設を

利用した。

　以下に1999年に実施した「みやぎ情報天才異才塾」を中心に1998年と比較しながら述べて

いく。

　（1）概要

　1998年と1999年に実施した内容を比較するために表3を示す。1998年は，大学教員と大学

生のTAの支援により塾生はホームページの作成技術を学んだ23）。塾生個人のパーソナルな学

習を実現する塾生1人にコンピュータ1台の環境は，ある意味で有効であった24）。しかし，その

学習は塾生個人の世界に閉じてしまっていたともいえる。せっかく県内の異なる学校から集

まっている児童・生徒が，休み時間などの休息時間だけ交流して，学習時に知的な交流ができ

ないのは残念なことである。

　そこで，1999年の方針は，塾生同士が協同して作品を作るという一種の協同学習を目指した。

TAは塾生の協同学習を支援した25）。更にグループで作業が出来るように別室（小規模演習室）

も準備された。

　1999年の塾生の対象は，マルチメディアやインターネットなどのコンピュータ技術に強い興

味を持ち，操作経験がある者，コンピュータを使ってどんなことをやってみたいのか具体的に

夢を描いている者，インターネットが身近に使える環境があり，塾終了後の学習をみずから進

めていくことができる者として，募集要項にも記載した。1998年と同じく，申し込みが多数で

あったため，厳正なる抽選で塾生を決定した。

　以下，1999年の教育実践内容を詳しく述べる。

（2）教育目標

将来の情報分野を担う人材育成の一貫として，夏休み期間を利用して，高度なマルチメディ
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ア作品を制作することを通じて，以下のことを学習することを目標としている。

①
②
③

④

⑤

道具としてのコンピュータの面白さ，楽しさを体験する。

大学生TAから，高度な知識や技術を教わり，知的な刺激を受ける。

オリジナルなマルチメディア作品の創造を目指して，塾生みずからが企画，構成，編集，

加工，公開，発表を行う。

塾で知り合った仲間とともに，協同学習することを通じて交流を深める。

塾終了後は，この塾で学んだことを塾生みずから発展させるとともに，各地域に広く普

及させ，更なる人的ネットワークの構築を目指す。

　（3）授業内容

　本大学のコンピュータ演習室を中心に，サイバーキャンパス（学内からどこでも世界中にア

クセス可能な環境）26）を生かして，塾生みんなで仮想的なマルチメディア・マガジン（ホーム

ページ）である「みやぎ情報天才異才塾バーチャルマガジン」を制作する。

　はじめのうちは，塾生を8つの班（1班あたり8人の塾生，2人のTA）に分けて，　TAは協

同学習のための塾生の相性などを判断した。その後，塾生を4人のグループに分けて1つの作

品の制作させることにした（TA　1人が指導を担当した）。具体的な指導体制のイメージを図1

図1具体的な指導体制のイメージ（1999年）
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に示す。グループでの学習は主に小規模演習室で行い，グループごとのTAによる指導は，塾

生の学習をサポートするサポート・ティーチャー的な役割を担った。グループでの学習中に，画

像処理技術の学習やスキャナーでの画像の取り込みなどの必要がある塾生は，コンピュータ演

習室で待機しているテクニカル・ティーチャー的な役割を担う5人のTAから専門知識の指導

を受けた27）。なお，授業の具体的な内容としては，小・中学生ともに（多少のレベル差はあるが）

ほぼ同じ内容の学習指導，スケジュールとした。

①1日目の目標：「グループごとにバーチャルマガジンの構成を決める。」

　1コマ目（14100～15：30）〈コンピュータ演習室にて〉

　　・電子メール，ブラウジングなどの基本操作の講義。

　2コマ目（15：30～17：00）〈各グループに割り当てられた別室にて〉

　　・各グループに分かれて，用意されたノートパソコンに自己紹介文章のテキストうち。

　　・学内を知るために，キャンパスツアーを実施。

　3コマ目（19：00～22：00，ただし，途中入浴時間を設けている）

　　　〈宿舎の各グループに割り当てられた部屋にて〉

　　・グループ分けとグループ名の決定。

　　・ホームページの構成を手書きで表現しながら，バーチャルマガジンのイメージづくり。

　②2日目の目標1「バーチャルマガジンで使用する素材の完成，ホームページの枠組みの完

成を目指す。」

　4コマ目（9：00～12：00）

　　〈各グループに割り当てられた別室，サイバーキャンパス，コンピュータ演習室にて〉

　　・素材づくりのためにデジタルカメラをもって学内にて取材。

　　・専門的な技術を学ぶためにコンピュータ演習室にて講義を受ける。

　　・ノートパソコンで編集作業やHTMLタグの入力。

　5コマ目（13：00～14：30）

　　〈各グループに割り当てられた別室，サイバーキャンパス，コンピュータ演習室にて〉

　　・ホームページの組み上げを行う。

　6コマ目（19：00～22：00，ただし，途中入浴時間を設けている）

　　〈宿舎の各グループに割り当てられた部屋にて〉

　　・全てのページの完成を目指す。

　③3日目の目標：「バーチャルマガジンの完成，サーバーへのアップ，発表会でのプレゼン

　　　テーション。」

　7コマ目（9：00～12100）
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　〈各グループに割り当てられた別室，サイバーキャンパス，コンピュータ演習室にて〉

　・ページ間のリンクチェック。

　・サーバーへのアップ。

8コマ目（13：00～14：00）〈コンピュータ演習室にて〉

　・各グループごとのバーチャルマガジンの発表会。

　・審査委員による審査と表彰式。

　（4）　実施した結果

　1999年は，3日目の閉講式のあとに，全塾生を対象にアンケート調査を実施した。アンケー

トは，①この塾の内容について，②TAのお兄さん・お姉さんについて，③グループででき

たお友達について，④その他，以上の4項目にした。

　塾の内容については，少し難しく大変であったようであるが，わかりやすく，みんなで作品

を作って楽しかったという回答が多かった。初めて会う人との接し方を学んだという意見，時

間が少ないという意見もあった。TAについては，やさしく楽しくわかりやすく指導していたこ

とが分かった。グループの友達については，塾終了後もメール交換する約束をするなど，新た

な交流が生まれている。その他の回答では，次の機会にも参加したいというものが多かった。

　また，1998年と1999年のいずれも，塾生が制作したホームページの評価を行っている。1998

年は，塾終了後にTA（8人）による作品の評価を実施した。評価対象は，塾生個人のホームペー

ジである。1999年は，3日目のバーチャルマガジンの発表会のときに，審査委員による作品の

評価を実施した。審査委員の構成は小学生の部と中学生の部のそれぞれ，大学教員（1人），TA

（2人），県の職員（1人），塾で指導に関わっていない第3者（1人）の合計5人であった。評価

対象は，塾生グループ（4人）ごとが制作したホームページである。評価基準は，1が「ない」，

2が「ややない」，3が「どちらでもない」，4が「ややある」，5が「ある」の5段階である。な

お，評価項目のQ11とQ12は，1999年に追加した項目である。

　図2に1998年と1999年の小学生と中学生それぞれの作品評価の全体平均値を示す。1998年

と1999年では，評価者・評価人数が違っていたり，評価対象が異なるので，単純には比較は出

来ないが，全体的な平均値を見ることで，塾全体の成果を推測出来ると考える。1998年と1999

年の小学生と中学生がいずれも，Q5「作者の伝えようとするであろう内容が伝わっている

か？」，Q7「構成するページ間の移動方法は分かりやすいか？」，　Q10「表現している内容にオ

リジナリティはあるか？」において，4の「ややある」という評価を受けている。この教育実践

では，情報を伝える能力，情報を構成する能力，オリジナルな情報を生成する能力の育成があ

る程度は達成されていると考えられる。しかし，1999年の結果をみると，中学生に比べて小学

生の作品の方が評価値が高い項目が多い。1999年の小学生の部の終了後の関係者による反省会
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図2　1998年と1999年の小学生と中学生それぞれの作品評価の全体平均値

でも議題に上がったが，時間的に無理があったり，レベルの高い部分などは，TAが塾生の作品

制作を肩代わりしていたこともあったようで，それだけ完成度の高い作品になってしまったこ

とが原因と考えられる。なお，1999年の中学生の部では，筆者達からTAに，作品制作時に制

作の肩代わりをしないようにと指導した。

　4．おわりに

　本稿では，まず初等中等教育機関における情報教育がどのような変遷をたどり実施されるよ

うになったのかという経緯について論じた。その中における情報処理学会の研究活動について

も言及した。宮城県の情報教育の実態を踏まえて，宮城県情報政策課が企画して，本学で筆者

達が2年間実施してきた「みやぎ情報スーパー先生塾」と「みやぎ情報天才異才塾」の内容に

ついて取り上げた。

　今後，初等中等教育機関における情報教育が，どのように進んでいくのか見守っていくと同

時に，初等・中等教育からの接続性（articulation）を考えた新たな高等教育機関での情報教育

を考えていきたい。

　「みやぎ情報スーパー先生塾」では，教員を対象とした短期間における一種の研修を実施した。

情報教育環境の進展により，「スーパー」としての特色が出しにくくなってきている。教員の意

見交換では，現在の現場での先生方の苦労が垣間見られた。今後は，これらの意見を取り入れ

ることや，他の研修との差別化，「スーパー」としての特色を出すための方法を模索する必要が

ある。
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　「みやぎ情報天才異才塾」では，1999年の実践において内容を大幅に変更した。1998年は塾

生個人の世界に閉じてしまっていたともいえるが，県内の異なる学校から集まっている児童・

生徒が，学習時に知的な交流ができないのは残念なことであると考え，塾生同士が協同学習す

る仕組みを作った。この結果は，塾生の中に人的ネットワークを構築するまでに至った。今後

は，メーリングリストなどによる支援が考えられるだろう。また，TAの役割も単なるアシスタ

ントからサポート・ティーチャー的役割へと変化している。もはや，「TA」という呼び方さえ

も変更する必要が出てきている。

　今後も引き続き，初等中等教育機関における情報教育の取組み方について，実践活動を通じ

ての提言をできるように目指していきたい。
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